
都営三田線・大手町駅 千代田線・大手町駅

丸の内線・大手町駅丸の内線・東京駅

東 京 駅

東
西
線
・
大
手
町
駅

半
蔵
門
線・
大
手
町
駅

皇　居

丸の内 北口

首
都
高
速
都
心
環
状
線

●気象庁
●東京消防庁

●日経ビル
●JAビル

C2b

至神田▶◀至有楽町

▲
至
竹
橋

●
K
D
D
I

●
日
本
政
策
投
資
銀
行

〔
神
田
橋
〕

J R

経団連会館 -19階
21世紀政策研究所

した。大泉副学長は山下報告をサポートしつつ、人材の枯
渇が最大の問題だと述べ、農家の規模は 20～30 ヘクタール
が妥当であるとし、構造改革の担い手を支援する直接支払
制度の導入と、国際コメ市場を狙った輸出戦略が重要であ
ると指摘しました。
　一方、鈴木教授は制約条件を踏まえた現実的な支援策が
必要であり、米価引下げで本当に農地集約が図れるのか疑
問を呈するとともに、提言にある産業政策的な直接支払制
度以外にも、中山間地への社会政策的な直接支払いを充実
させることも重要な意義があると述べました。
　参加者アンケートでは、有効回答数の86％（127名）が「本
提言は意義がある」と回答しました。（客員研究員　水上慎士）

　政府が進める新たな「食料・農業・農村基本計画」の策定
に合わせ、本年5月25日に「農業ビッグバンの実現 ̶̶ 真
の食料安全保障の確立を目指して」と題するシンポジウム
を開催、216 名もの参加を得ました。
　シンポジウムでは、先般公表した提言書をもとに山下一
仁研究主幹が基調講演を行った後、大泉一貫宮城大学副学
長、鈴木宣弘東京大学大学院教授を迎え、減反と農地制度の
見直しを中心に活発な議論が展開されました。
　食料安全保障にとって農地資源は不可欠ですが、減反政
策を継続しながらも米価は年々下落し、農地政策は零細・
低収益構造を固定化させ、担い手は育たず、農業従事者は高
齢化し、至るところで耕作放棄もおき、農地は縮減してき
ました。こうした農政の失敗をどう立て直すべきかは、喫
緊の課題の一つと言えます。
　山下報告は、減反廃止により米価を段階的に引き下げ、兼
業農家から主業農家への農地貸出を促し、主業農家への「直
接支払い」を通じて地代支払能力を補強し、農地流動化の促
進と貸し手である兼業農家の所得減少を防ぐ点を強調しま

名を残したいと考えた場合、果たして日本などとの同盟関
係の維持・強化とそれによる長期的・戦略的な価値はどれ
だけ重視され続けるのか、この点にも注視していかねばな
らない」と述べました。
　また、当日は、当研究所とCSIS が共同実施を検討してい
る気候変動に関わる政治情勢の国際比較プロジェクトなど
についても意見交換を行いました。21研側の出席者は宮原
理事長ほか３名でした。　　　　　（主任研究員　油木清明）

　知日派の米政治学者であるグリーン氏は、まず現在の米
国情勢について、「オバマ大統領は依然として高い支持を得
ている。しかし、地球温暖化対策や医療制度改革など、オバ
マ大統領が重視している政策については、米国民の期待は
必ずしも高くはない」と分析。外交政策については、「オバマ
大統領は慎重に外交政策を展開している。北朝鮮に対して
は厳しい姿勢を示すなど、アジア政策はブッシュ政権から
大きく変化していない」とした上で、「日本を対アジア外交
の中心に位置づけている」とし、評価する考えを示しました。
　しかし、「日本の国内政治情勢如何によっては、オバマ政
権の日本中心のアジア戦略が揺らぐことも考えられる」と
述べ、「総選挙の結果によって、政策実現能力が失われたり、
米軍沖縄基地問題に関する考え方の差異が大きくなってい
くとすれば、これらは日米関係にマイナスに作用する恐れ
がある」と懸念を示しました。
　オバマ政権の地域戦略については、現在、勢力均衡
(balance of power) の考え方が重視されています。その上
で、「仮にオバマ政権が気候変動の国際交渉の成功で歴史に
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般にわかりやすく提示して、持続可能な社会保障制度の確
立がすべての国民にとって身近で切実な問題であることを
改めて訴える必要があります。
　そこで今般、21世紀政策研究所では、「中福祉・中負担の
日本の姿」というプロジェクトを立ち上げて、まず、社会保
障に関わる負担と給付の実態を具体的に提示することにし
ました。個人および世帯のライフイベントに着目して社会
保障制度の実態を把握するとともに、中福祉・中負担のモ
デルになると思われるドイツ、イギリス、フランスとの比較
を通じて、持続的な社会保障制度の実現に向けて、一歩踏み
出す議論に貢献できればと考えています。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（研究員　甲元雅之）

　21世紀政策研究所では、 7月よりプロジェクト「中福祉・
中負担の日本の姿」をスタートさせました。
　国際的な金融システム不安に端を発した世界不況は、長
引く様相を見せています。国民は、雇用への不安、急速な少
子化・高齢化、深刻な財政赤字、社会保障制度に対する不信
のもとで、将来への展望を失いかけています。今やわが国に
とって、国民生活の安心・安全の確保を通じて経済活力の
向上を図ることは焦眉の急となっています。わが国の持続
可能な社会保障制度の確立をめぐっては、これまでさまざ
まな提言や答申が出されてきましたが、未だ実現への明確
な道筋は見えていません。
　こうした状況を打開するためには、わが国に求められる
社会保障制度全体の具体的な姿、負担と給付の姿を広く一
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米国の政治情勢と外交政策を聞く

農政改革を議論するシンポジウムを開催

̶̶グリーン元米大統領特別補佐官と懇談
21世紀政策研究所では、6月9日、来日中のマイケル・グリーン元米大統領特別補佐官・戦略国際問題
研究所(CSIS)日本部長を招き、米国の政治情勢や外交政策の現状、展望について意見交換しました。

「中福祉・中負担の日本の姿」がスタート

右より宮原理事長、グリーン氏、中村経団連事務総長

・報告書および記録は、
 ホームページより入手可能です。
　http://www.21ppi.org/

・本プロジェクトは、今年12月を目途に研究成果をまとめる予定です。

シンポジウム「農業ビッグバンの実現̶̶真の食料安全保障の確立を目指して」を
開催いたしました。

マイケル・グリーンＣＳＩＳ日本部長と懇談しました。
21世紀政策研究所叢書『地域再生戦略と道州制』を日本評論社より
刊行する予定です。
21世紀政策研究所叢書『中国の外資政策と日系企業』を勁草書房より
刊行する予定です。
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中福祉・中負担の日本の姿
国際租税制度の今後のあり方
社会インフラ更新時代における公共事業の生産性向上策̶民間資金の活用による持続可能な仕組みの導入
企業価値向上のための外資活用策
「ポスト京都議定書」の国際的枠組みのあり方̶途上国向けの資金メカニズムと技術支援のあり方
気候変動を巡る各国の政治情勢
日本人の新たな働き方
真の食料安全保障確立のための農政改革
国際関係シミュレーション̶経済のグローバル化と環境・エネルギーの影響
中国経済・社会の展望と日系企業の対応
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しまって、今からアメリカ、ヨーロッパに日本並みに厳しい
目標を掲げさせる、ということですが、本当にできるのか、
外交手腕が問われるところです。　
̶̶どうすれば日本政府は欧米に「数値目標の深掘り」をさ
せられるのでしょうか。
　日本が提唱してきたセクター別アプローチでアメリカや
ＥＵを分析して、誰が削減余力を持っているかということ
を全世界に具体的に示すべきでしょう。日本は厳しいダイ
エットをした、あなた方はまだ削減余地があるのにどうし
てやらないのかと、問い詰める。
　そこで欧米が「わかりました」と言ってくれればいいが、
ダメだったときには日本が一度掲げた目標をどうするかが
問題です。「日本だけが不利にならないようにする」という
ことですからマイナス　15％を撤回することになりますが、
国内外で相当な軋轢があるでしょうね。まずは「衡平性の観
点から日本は4％やるが、皆がもっとやるなら15％まではや
る用意がある」といった言い方をすべきだったと思います。

̶̶一方で「中国やインドなどの主要途上国に削減義務を
課すためには、日本が “ 野心的な目標 ” を率先して掲げる
べきだ」という、いわゆる率先垂範論も根強くあるようで
す。日本が “野心的な目標 ”を掲げれば、本当に中国やイン
ドは乗ってくるのでしょうか。
　あり得ないですね。中国は「先進国は 40％削減しろ」と言
っていますし、インドは「79.6％削減しろ」と言っています。
そういう中では日本が仮に「35％」と言っても「少ない」と言
われるだけです。途上国ではないですが、京都議定書から
米国が離脱するときに「日本が率先して批准したら米国は
京都議定書に戻ってきてくれる」と真剣に言う人もいまし
た。温暖化問題では、日本が率先垂範したので他国が動いた
ということは過去に例がありません。
̶̶そこで主要途上国を巻き込むには、数値目標ではなく、
技術支援や資金支援の枠組みが必要なわけですね。６月に
発表した提言書「途上国支援のあり方」について、ポイント
を教えてください。

「ポスト京都の国際枠組みプロジェクト」研究主幹である
澤　昭裕さんは、京都議定書が批准された際（2002年）の
経済産業省環境政策課長であり、まさに交渉の当事者で
した。21世紀政策研究所では、2007年から研究主幹と
して５本の提言を取りまとめ、政策関係者のみならず、テ
レビ、ラジオ、雑誌、講演活動などを通じて一般の方々に
も直接訴えています。
　　　

̶̶澤さんは経済産業省を離れてからも、積極的に地球温
暖化問題に取り組んでおられますが、そのエネルギーはど
こからきているのでしょうか。
　じつは京都議定書以前は、環境問題に触れたことも関心
もなかったのです。ところが批准のプロセスに携わるうち、
世論によってこんなにも大きく揺れる政策分野があったの
かと驚きました。いろんな人の感情から倫理感、思い入れか
ら思惑まであらゆるものが含まれ熱病のように盛り上が
る。その中で冷静で合理的な議論はかき消されていく。そも
そも大量生産・大量消費の従来型ライフスタイルを変えな
いと、どんな環境問題も決して解決しないわけですが、そん
な本質は忘れられ、キャンドルナイトには共感するけれど、
家計の負担は月1000円だって嫌だ、となる。そういうムード
先行、矛盾だらけの環境議論がはびこる中で、もっと冷徹
な、合理性を持った話をしたいと思ったのです。
̶̶なるほど。澤さんは「日本が追求すべき交渉のボトムラ
イン」という提言書で、「ポスト京都議定書での日本の中期
削減目標は国際的衡平性が必須である」と主張されていま
すが、麻生総理は6月に「2005年比マイナス15％」という中
期目標を発表しました。これをどうお考えですか。
　一言で言えば外交的ギャンブルに出た、という感じです
ね。マイナス15％という日本の目標は限界削減費用から見
た衡平性という点ではアメリカやヨーロッパよりもはるか
に厳しいものですが、総理は「日本だけが不利になることの
ないように国際交渉に全力で取り組む」と言っています。つ
まり交渉の最後に近い段階で切るべきカードを先に切って

̶̶年末にコペンハーゲンで開かれるCOP15に向け、内外
の関心がさらに高まってくると思います。今後、21世紀政策
研究所としてどのように取り組んでいかれますか。
　年末に向けて各国とも動きが活発になってきているの
で、落ち着いて何かをシミュレーションするというより、や
はり時宜に適った政策提言的なものになるでしょう。どう
いう視点でものを考えるべきかをはっきりさせていきたい
と思います。これからアメリカもＥＵも中国も交渉の過程
でいろんな数字や条件を出してくると思いますが、国際交
渉はリアルタイムで日本国民に十分に見えるわけではあり
ません。21世紀政策研究所としては、交渉のプロセスで各
国がどういう主張をしているのか、それを何故、どのように
変えていったのかという点を押さえて、それに対して日本
はどうすべきなのか、といった提言をしていきたいと思い
ます。これだけ国民的な関心の高いテーマですから、国際交
渉で何がポイントになっているのかがわかる「観戦ガイド」
のようなものを出せたらな、と考えています。私が講演をす
ると、「目からウロコが落ちました」という感想が多いので
すが、提言でも講演でも本質論をわかりやすく提示する、
というのが大事でしょうね。
̶̶なぜ、多くの人の目にウロコが張りついているのでし
ょうか。
　日本の場合はアカデミアと国民、アカデミアと政府の距
離が遠すぎるのが原因だと思います。欧米はこの距離がも
っと近いので質の良い議論が多くなされています。そうい
う社会では政策についてのアイデアが豊富に出されます
し、政策の選択肢を議論するには良い環境だと言えます。す
べての情報が役所に集中して、そこから国民に対してはほ
とんど情報が出てこないというのは、先進国では日本くら
いではないでしょうか。温暖化の国際交渉でも、交渉がいっ
たいどうなっているのかについて、政府関係者から国民や
アカデミアに対してメーリングリストで直接、タイムリー
に流されるべきです。政府の側からの情報のオープンネス
があれば、それに対して国民やアカデミアの側からのアイ
デアが入ってきます。日本は情報の流通が悪すぎますので、
21世紀政策研究所として、できるだけ質の良い情報、アイデ
アの提供に努めていきたいと思っています。

　国際交渉というのは必ずアメとムチを用意するものです
が、日本は技術や資金支援というアメはあるものの、ムチが
ありません。
　アメリカは「ＣＯ２対策に乗り出さない国には貿易制限措
置をするぞ」ということを法案に書いていますが、日本はそ
こまでは言えない。途上国が本当に交渉に真剣になるとし
たらアメリカのムチによってであって、日本の影響力はほ
とんどないでしょう。ムチを持たない日本としては、国民の
税金や公的資金を使う途上国支援は、甘いアメではなく塩
アメ程度に抑えておくべきです。特に中国やインドのよう
に目覚ましく経済発展している国は、技術も資金もかなり
の部分を民間ベースで調達する力がありますので、公的な
支援は極力厳しいハードルを設けると主張するのは当然で
はないでしょうか。
̶̶削減目標と費用負担の問題は不可分で、15％削減する
には世帯あたり年間７万6000円の負担が生じるとの試算
があります。一方で「国民負担や経済のマイナスを論じす
ぎ」「国民負担ばかり言うのはオドシに近い」という論調も
ありますが。
　そういう人は誠実さに欠けますね。民主主義の国ですから、
何かの政策を行う際に、どの程度の負担が国民に及ぶ可能
性があるのかを知らせるのは最低限の義務だと思います。
　温暖化問題は国民一人ひとりが原因物質の排出主体です
から、国民全員が費用を負担しなければなりません。ですか
ら、すべての情報が行き渡った上で、国民が正しく判断する
というのが重要です。世論調査で国民負担に触れずに質問
すると、半数近くが「15％は妥当だ」と答える（＊1）一方で、
「年間７万6000円かかるがどう思うか」と聞くと半数以上が
「削減幅が大きすぎる」と答える（＊2）ようでは、まだまだ国民
負担に関する情報が行き渡っているとは思えません。
̶̶産業構造をドラスティックに転換すれば国民負担は減
る、という論調もあります。
　産業構造は、需要に応じて転換するものであって、人為的
に転換できるものではありません。たとえば自動車メーカ
ーが「構造を転換したので明日から自転車を買ってくれ」と
言っても誰も買わないでしょう。多くのビジネスではお客
のニーズが先にあるのであって、需要に変化がないのに産
業構造を変えればいいじゃないか、というのは本末転倒で
無責任ですね。また、仮にある国の産業構造が変わっても、
その国民の消費行動が変わらなければ地球規模ではＣＯ２は
減りません。イギリスは製造業が衰退して金融業にシフト
していきましたが、自国で作らないものは外国から輸入し
ますから、結局はＣＯ２の発生場所が外国に移っただけなの
です。消費行動でＣＯ２を減らしていくには、人口が多くて
モノを沢山買うところ、アメリカや中国やＥＵが全部変わ
らなければ意味がないのですが、難しいでしょうね。
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「日本だけが不利」にならないように

本末転倒、無責任な議論が横行

誰もが正しく理解できるように
すべての情報を行き渡らせる地球温暖化国際交渉

澤 昭裕氏

ムードに流されず
合理的な議論をしたい

　批准の過程に政府当局者の一人として深く関わった京都
議定書は、さまざまな限界が指摘されるだけに、澤さんの
「ポスト京都」への想いは大きいようです。国際交渉、政策プ
ロセスの裏表を熟知した澤さんの「目からウロコ」の解説や
提言がこれからも楽しみです。     （主任研究員　寺本将人）
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した。大泉副学長は山下報告をサポートしつつ、人材の枯
渇が最大の問題だと述べ、農家の規模は 20～30 ヘクタール
が妥当であるとし、構造改革の担い手を支援する直接支払
制度の導入と、国際コメ市場を狙った輸出戦略が重要であ
ると指摘しました。
　一方、鈴木教授は制約条件を踏まえた現実的な支援策が
必要であり、米価引下げで本当に農地集約が図れるのか疑
問を呈するとともに、提言にある産業政策的な直接支払制
度以外にも、中山間地への社会政策的な直接支払いを充実
させることも重要な意義があると述べました。
　参加者アンケートでは、有効回答数の86％（127名）が「本
提言は意義がある」と回答しました。（客員研究員　水上慎士）

　政府が進める新たな「食料・農業・農村基本計画」の策定
に合わせ、本年5月25日に「農業ビッグバンの実現 ̶̶ 真
の食料安全保障の確立を目指して」と題するシンポジウム
を開催、216 名もの参加を得ました。
　シンポジウムでは、先般公表した提言書をもとに山下一
仁研究主幹が基調講演を行った後、大泉一貫宮城大学副学
長、鈴木宣弘東京大学大学院教授を迎え、減反と農地制度の
見直しを中心に活発な議論が展開されました。
　食料安全保障にとって農地資源は不可欠ですが、減反政
策を継続しながらも米価は年々下落し、農地政策は零細・
低収益構造を固定化させ、担い手は育たず、農業従事者は高
齢化し、至るところで耕作放棄もおき、農地は縮減してき
ました。こうした農政の失敗をどう立て直すべきかは、喫
緊の課題の一つと言えます。
　山下報告は、減反廃止により米価を段階的に引き下げ、兼
業農家から主業農家への農地貸出を促し、主業農家への「直
接支払い」を通じて地代支払能力を補強し、農地流動化の促
進と貸し手である兼業農家の所得減少を防ぐ点を強調しま

名を残したいと考えた場合、果たして日本などとの同盟関
係の維持・強化とそれによる長期的・戦略的な価値はどれ
だけ重視され続けるのか、この点にも注視していかねばな
らない」と述べました。
　また、当日は、当研究所とCSIS が共同実施を検討してい
る気候変動に関わる政治情勢の国際比較プロジェクトなど
についても意見交換を行いました。21研側の出席者は宮原
理事長ほか３名でした。　　　　　（主任研究員　油木清明）

　知日派の米政治学者であるグリーン氏は、まず現在の米
国情勢について、「オバマ大統領は依然として高い支持を得
ている。しかし、地球温暖化対策や医療制度改革など、オバ
マ大統領が重視している政策については、米国民の期待は
必ずしも高くはない」と分析。外交政策については、「オバマ
大統領は慎重に外交政策を展開している。北朝鮮に対して
は厳しい姿勢を示すなど、アジア政策はブッシュ政権から
大きく変化していない」とした上で、「日本を対アジア外交
の中心に位置づけている」とし、評価する考えを示しました。
　しかし、「日本の国内政治情勢如何によっては、オバマ政
権の日本中心のアジア戦略が揺らぐことも考えられる」と
述べ、「総選挙の結果によって、政策実現能力が失われたり、
米軍沖縄基地問題に関する考え方の差異が大きくなってい
くとすれば、これらは日米関係にマイナスに作用する恐れ
がある」と懸念を示しました。
　オバマ政権の地域戦略については、現在、勢力均衡
(balance of power) の考え方が重視されています。その上
で、「仮にオバマ政権が気候変動の国際交渉の成功で歴史に
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般にわかりやすく提示して、持続可能な社会保障制度の確
立がすべての国民にとって身近で切実な問題であることを
改めて訴える必要があります。
　そこで今般、21世紀政策研究所では、「中福祉・中負担の
日本の姿」というプロジェクトを立ち上げて、まず、社会保
障に関わる負担と給付の実態を具体的に提示することにし
ました。個人および世帯のライフイベントに着目して社会
保障制度の実態を把握するとともに、中福祉・中負担のモ
デルになると思われるドイツ、イギリス、フランスとの比較
を通じて、持続的な社会保障制度の実現に向けて、一歩踏み
出す議論に貢献できればと考えています。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（研究員　甲元雅之）

　21世紀政策研究所では、 7月よりプロジェクト「中福祉・
中負担の日本の姿」をスタートさせました。
　国際的な金融システム不安に端を発した世界不況は、長
引く様相を見せています。国民は、雇用への不安、急速な少
子化・高齢化、深刻な財政赤字、社会保障制度に対する不信
のもとで、将来への展望を失いかけています。今やわが国に
とって、国民生活の安心・安全の確保を通じて経済活力の
向上を図ることは焦眉の急となっています。わが国の持続
可能な社会保障制度の確立をめぐっては、これまでさまざ
まな提言や答申が出されてきましたが、未だ実現への明確
な道筋は見えていません。
　こうした状況を打開するためには、わが国に求められる
社会保障制度全体の具体的な姿、負担と給付の姿を広く一

21PPI NEWS LETTER

2009.JULY

2009.JULY

2009年7月発行

米国の政治情勢と外交政策を聞く

農政改革を議論するシンポジウムを開催

̶̶グリーン元米大統領特別補佐官と懇談
21世紀政策研究所では、6月9日、来日中のマイケル・グリーン元米大統領特別補佐官・戦略国際問題
研究所(CSIS)日本部長を招き、米国の政治情勢や外交政策の現状、展望について意見交換しました。

「中福祉・中負担の日本の姿」がスタート

右より宮原理事長、グリーン氏、中村経団連事務総長

・報告書および記録は、
 ホームページより入手可能です。
　http://www.21ppi.org/

・本プロジェクトは、今年12月を目途に研究成果をまとめる予定です。

シンポジウム「農業ビッグバンの実現̶̶真の食料安全保障の確立を目指して」を
開催いたしました。

マイケル・グリーンＣＳＩＳ日本部長と懇談しました。
21世紀政策研究所叢書『地域再生戦略と道州制』を日本評論社より
刊行する予定です。
21世紀政策研究所叢書『中国の外資政策と日系企業』を勁草書房より
刊行する予定です。

５月２５日▶

６月９日▶

8月▶

9月▶
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中福祉・中負担の日本の姿
国際租税制度の今後のあり方
社会インフラ更新時代における公共事業の生産性向上策̶民間資金の活用による持続可能な仕組みの導入
企業価値向上のための外資活用策
「ポスト京都議定書」の国際的枠組みのあり方̶途上国向けの資金メカニズムと技術支援のあり方
気候変動を巡る各国の政治情勢
日本人の新たな働き方
真の食料安全保障確立のための農政改革
国際関係シミュレーション̶経済のグローバル化と環境・エネルギーの影響
中国経済・社会の展望と日系企業の対応
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